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提案理由  

国に対し、核兵器禁止条約の批准を目指すことを強く求める。  

これが、本案を提出する理由である。  



核兵器禁止条約の批准を目指すよう求める意見書  

 

核兵器禁止条約が本年１月２２日に発効し、人類の歴史で初めて国際法上、

「核兵器は違法」とされることになった。多くの尊い命を奪った広島と長崎へ

の原爆投下から７６年がたち、ようやく核兵器の開発、実験、製造、取得、保

有、移譲、使用、使用の威嚇等、全てを禁止する新しい時代が始まったのであ

る。  

唯一の戦争被爆国である日本は、核兵器の非人道性を最もよく知る国として、

核兵器の廃絶を堂々と訴えることができる立場にある。しかし、残念なことに、

条約への署名・批准をちゅうちょしている日本の姿勢は、海外から「不思議な

国」として受け止められており、極めて不本意と言わざるを得ない。  

日本世論調査協会による世論調査では、７割を超える国民が核兵器禁止条約

への参加を求めており、また、原水爆禁止日本協議会によると、６００超の地

方議会が条約への参加を求める意見書を採択している。アメリカ国内でも、  

１ ,４００超の都市が加盟する全米市長会議において、アメリカ政府に対し核

兵器禁止条約を歓迎し、核廃絶に向けた即時行動を求める決議が全会一致で採

択されている。  

「核兵器のない世界」は、日本政府としても異論はないはずである。被爆者

の苦労が実り採択された核兵器禁止条約を否定し、核兵器の使用を容認する立

場でない限り、「核兵器のない世界」への一つの道として、条約への署名・批

准を検討すべきである。来年には核兵器禁止条約に参加する国々の締約国会議

がオーストリアで予定されており、日本の動向は世界からますます注目される

ことになる。日本は被爆国として、「世界のどこにも広島・長崎のような惨事

を再現させてはならない」という強いアピールが必要である。  

よって、本市議会は国に対し、下記の事項を実施するよう強く求めるもので

ある。  

記  

１ 唯一の戦争被爆国として、核兵器禁止条約の批准を目指すこと。  

２ 条約の批准に先立ち、締約国会議へのオブザーバー参加に向け努力するこ

と。  



 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和３年１２月２２日  

 

八  千  代  市  議  会    

 

提出先  
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